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動機 目的

「過疎化」「高齢化
「少子化」による担
い手不足などの中
山間地域の課題。

その解決方法として―

１）田舎の現状などの情

報発信。

２）新住民をサポートする

ネットワークの設立。

３）地域の意識の醸成と

受け入れ態勢作り。

新住民と地域や地
域住民とのトラブル
の多発。
孤立する新住民。



新住民支援ネットワークの
平成２０年～２１年の取り組み

１）新住民と地域の意識調査
２）田舎暮らしの情報発信
３）田舎暮らし体験及び交流の促進
４）サポート体制作り
５）地域コーディネーターの育成
６）自治体への提言



その後（ ）の取り組みや動き

３） 安芸高田市で

定住促進に向け

全域の空き家調査

スタート

２）三次市で

住民主体の南部４

町連携地域づくり

スタート

１） 三次市で

地域住民による

Ｉ・Ｊ・Ｕターンゆるやか

ネットワーク設立

平成
２２年度



１） Ｉ・Ｊ・Ｕターンゆるやか
ネットワーク

〔設立〕平成２２年１０月

〔メンバー〕広島県内在住のＩ・Ｊ・Ｕターン

者と支援者

〔目的〕田舎暮らしや新規就農の先輩とし

てこれから田舎暮らしを始めようとする

方々のアドバイスしたり、地域づくりへの

貢献方法などをＩ・Ｊ・Ｕターンの立場で考

えたり、情報交換などを行ない支えあう、

ゆるやかなネットワークです。



〔動機〕コーディネーター育成研修が地域づくりへ発展。

〔事業開始〕平成２１年１２月より

〔目的〕平成の大合併で三次市に合併した、南部の４

町（吉舎町・甲奴町・三良坂町・三和町）の地域資源

の発掘や魅力の再発見を通じて、みよし南部の４町を

結ぶ共通イメージの創出。さらにそのイメージを活用し

て地域の活性化に寄与しようと言うものです。

〔取り組み内容〕人材の発掘。地域資源の発掘、４町

共通のイメージプラン作り、４町交流のための事業。

〔成果〕人材の発掘。地域の魅力の再発見。４町の

ネットワークの確立。４町共通のキャッチフレーズを「三

次･田縁通り」、シンボルを「きれいな夕陽」とし、ネット

ワークを生かした地域づくりへスタートした。

２） 三次市、みなみ４町を結ぶ
地域資源発掘プロジェクト



安芸高田市でも定住促進事業を行なってきたが、思うほどの成

果が上がない。空き家バンクもなかなか登録が進まない。

その原因の解明や有効な活用法立案のために調査を開始。

３） 安芸高田市の空き家調査

安芸高田市はこんなところ―

毛利元就やサンフレッチェ練習拠点

で有名な安芸高田市は、広島県のほ

ぼ中心に位置し、北は島根県、南は

広島市に接し、都市近郊住宅地と旧

来の商店街、農山村部と複雑な町の

形態を持つなど、定住促進も単一思

考では、難しい地区である。



美土里町
美土里町

吉田町
吉田町

高宮町
高宮町

甲田町
甲田町

向原町
向原町

八千代町
八千代町

１） 過去に集めた安芸高田市移住希望者の意向の整理

２） 空き家の全域調査（２２年度は吉田町を除く５町域）

３） 持ち主又は管理者の意向調査

空き家調査の概要

■空き家バンクや相談登録票の意向集計に

よるニーズの把握。

■調査方法は、５町域の居住・非居住の現地

目視調査。

■持ち主の意向はアンケート配布・郵送回収。



空き家調査の結果

美土里町
１８１

美土里町
１８１

高宮町
１５２

高宮町
１５２

甲田町
９８

甲田町
９８

向原町
１４４

向原町
１４４

八千代町
９０

八千代町
９０

１）空き家は調査地域の全世

帯数の約１割に達している。

２）空き家は全体に散在するが、

集落によって集中する傾向

がある。

３）空き家バンクの市民認知度

は低い。特に空き家の持ち

主は、ほとんど知らないの

が現状。



空き家調査から見えてきたこと

空き家の増加は、少子高齢化、過疎化に直結しているが、潜

在的な需要（田舎暮らしの希望や新規就農など）があり、地域

の資源と考えて活用法を進める施策が必要。

空き家バンクだけでなく、新住民を受け入れるということに対

する市民の理解が低い。移住希望者側以上に、今後は市民

の理解を深めるＰＲや意識啓発が必要であること。

定住希望者が定住し易くなる段階的制度や、多様なニーズに

対応する仕組みが必要であること。



最後に
●

定住促進や田舎暮らし希望者と
地域のマッチングのためには

田舎の課題は、重層的に全てがつながっており
一つ一つへの対処療法ではなく

行政・地域団体・企業・住民が協力すること
町づくりや地域のあり方を考えること

が、必要であり意識の啓発が大切だと感じます。



国交省「新たな公」によるコミュニティー創生モデル事業
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